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高圧ガスを封入した緩衝装置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入の通関の際における取扱いについての制定 新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

改  正  案 現   行 
高圧ガスを封入した緩衝装置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入の通関の際における

取扱いについて 

制定 ６立局第２２３号 平成 ６年 ７月２０日

廃止・制定 平成 09･03･27 立局第３号 平成 ９年 ３月２８日

改正 平成 11･12･10 立局第２号 平成１１年１２月１６日

廃止・制定 20141217 商局第 1 号 平成２６年１２月２２日

 

高圧ガスを封入した緩衝装置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入の通関の際における取扱

いについて 

 

１．都道府県知事の検査を要しない輸入高圧ガスの範囲 

（１）緩衝装置（椅子用リフター、自動車用ショックアブソーバ、エア・サスペンション、ドアクローザー等）内の高圧

ガス（以下「緩衝装置」という。）、自動車用エアバッグガス発生器内の高圧ガス（以下「ガス発生器」という。）

又は消火器（自動車と一体として設計され、かつ、自動車又はその部品に組み込まれているもの（自動車に設

置される当該消火器の交換品として自動車又はその部品に組み込むためのものを含む。）に限る。）内の高

圧ガス（以下「消火器」という。）であって、その輸入をしようとする者（以下「輸入者」という。）が、自ら高圧ガス

保安法（昭和２６年法律第２０４号）に基づく一般高圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号）第４６

条（検査を要しない輸入高圧ガス）第１項又は第２項第１号若しくは第２号の規定（以下「輸入検査適用除外要

件」という。）に合致していることを確認したもの。 

（２） 商品見本、当該商品の性能試験を行うための試験品等の販売の用に供さないもの又は個人用貨物（自動

車の個人輸入の場合及びこれに準ずる場合を含む。以下「販売の用に供さないもの又は個人用貨物」とい

う。）。 

 

２．通関の際の取扱い 

（１）税関においては、緩衝装置、ガス発生器又は消火器が輸入される場合は、輸入検査適用除外要件を満たし

ていることについて、輸入者に説明又は書類の提出を求め、適当であると認められる場合は通関を認める。 

緩衝装置、ガス発生器又は消火器が輸入検査適用除外要件を満たしていることを輸入者が確認し、これを

説明する資料の例として、確認証明書（緩衝装置輸入規制適用除外確認証明書（参考様式第１）、自動車用

エアバッグガス発生器輸入規制適用除外確認証明書（参考様式第２）又は自動車用消火器輸入規制適用除

外確認証明書（参考様式第３）。以下「確認証明書」という。）を示すので、適宜活用されたい。この際、輸入検

査適用除外要件を満たしているかどうかについて疑義が生じた場合は、必要に応じて、検査合格証、検査

データ等の提出を求めること、規格適合マークの確認を行うこと、又は現物の確認を行うことは差し支えない

が、自動車又は椅子等の製品に組み込まれている等の理由により現物の目視確認が困難である場合は、製

品に応じた合理的な方法で確認することとされたい。  

緩衝装置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入高圧ガスの通関の際における取扱いに

ついて 

制定 ６立局第２２３号 平成 ６年 ７月２０日

廃止・制定 平成 09･03･27 立局第３号 平成 ９年 ３月２８日

改正 平成 11･12･10 立局第２号 平成１１年１２月１６日

 

 

緩衝装置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入高圧ガスの通関の際における取扱いについて 

 

 

１．都道府県知事の検査を要しない輸入高圧ガスの範囲 

 緩衝装置（椅子用リフター、自動車用ショックアブソーバ、エア・サスペンション、ドアクローザー等）内の高圧ガス

（以下「緩衝装置」という。）、自動車用エアバッグガス発生器内の高圧ガス（以下「ガス発生器」という。）又は消火

器（自動車と一体として設計され、かつ、自動車又はその部品に組み込まれているものに限る。）内の高圧ガス（以

下「消火器」という。）であって、その輸入を使用とする者（以下「輸入者」という。）が、自ら一般高圧ガス保安規則第

４６条（検査を要しない輸入高圧ガス）第１項又は第２項第１号若しくは第２号の規定に合致していることの確認を行

い、緩衝装置輸入規制適用除外確認証明書（別紙様式第１）、自動車用エアバッグガス発生器輸入規制適用除外

証明書（別紙様式２）又は自動車用消火器輸入規制適用除外証明書（別紙様式３）（以下「確認証明書」という。）を

提出したもの。 

 

 

 

 

２．通関の際の取扱い 

（１） 税関においては、上記１．の緩衝装置、ガス発生器又は消火器が輸入される場合は、輸入者が提出した確

認証明書の「判定」の欄に「不適合」である項目がないことを確認の上、通関を認める。 

なお、椅子等の製品に組み込まれている緩衝装置が輸入される場合は、現に適用除外の要件に適合して

いるもの考えられ、また、確認証明書の作成は事実上困難であると考えられるので、確認証明書の提出は不

要である。 
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     なお、緩衝装置、ガス発生器又は消火器の型式により、輸入検査適用除外要件を満たしていることが証明

されている場合は、同一型式のもの、若しくは販売の用に供さないもの又は個人用貨物は確認証明書等の提

示を適宜省略することとして差し支えない。 

（２）緩衝装置、ガス発生器又は消火器の輸入申告の審査に際して、輸入検査適用除外要件を満たすことにつ

いて疑いがあると認められる場合及び都道府県知事の検査を要しない輸入高圧ガスの範囲に疑義が生じた

場合には、当該審査を行う税関が所在する都道府県の知事と協議願いたい。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考様式第１） 

緩衝装置輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目  適用除外要件 判定 

用途  圧力、荷重等の変動の吸収・ 

緩和、荷重の支持又は蓄圧用 

 

ガス名  不活性ガス又は圧縮空気  

圧力制御方法  設計圧力を超えない構造  

設計圧力での 

安全性確認 

  

再充塡構造  再充塡できない構造  

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第１項に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注）  「判定」欄は、適用除外要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 緩衝装置、ガス発生器又は消火器の輸入申告の審査に際して、一般高圧ガス保安規則第４６条第１項又

は第２項の規定に適合しない疑いがあると認められる場合及び疑義が生じた場合には、その都度、都道府県

知事と協議願いたい。 

 

３．輸入高圧ガスの取扱い 

 「上記１．に規定する高圧ガス」又は「高圧ガス保安法施行令関係告示（平成９年通商産業省告示第１３９号）第４

条各号に掲げる液化ガス」以外の高圧ガスの輸入者は、関税法（昭和２９年法律第６１号）第７０条の規定に基づく

通関の際の証明を「輸入高圧ガス検査合格証」により行うことができることとする。 

 ただし、都道府県知事が輸入高圧ガス検査合格証の発行前に通関を認めても差し支えないと判断する場合は、

上記検査合格証に代えて、輸入高圧ガス検査申請書の「検査職員確認印」欄に都道府県の受付印及び検査職員

の印を押印したものを発行するので、輸入者は、これにより通関の際の証明を行って差し支えないものとする。 

 

 

（別紙様式第１） 

緩衝装置輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目  適用除外要件 判定 

用途  圧力、荷重等の変動の吸収・緩

和、荷重の支持又は蓄圧用 

 

ガス名  不活性ガス又は圧縮空気  

圧力制御方法  設計圧力を超えない構造  

設計圧力での

安全性確認 

  

再充てん構造  再充てんできない構造  

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第１項に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注）  「判定」欄は、適用除外の要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入する。
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（参考様式第２） 

自動車用エアバッグガス発生器輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目 輸入するガス発生器の概要 適用除外要件 判定 

充塡ガス名  （イ）可燃性ガス（アセチレン、エチレ

ン及び水素を除く。）中の酸素の容量

が全容量の４％未満。 

（ロ）酸素中の可燃性ガス（アセチレ

ン、エチレン及び水素を除く。）の容量

が全容量の４％未満。 

（ハ）アセチレン、エチレン又は水素中

の酸素の容量が全容量の２％未満。

（ニ）酸素中のアセチレン、エチレン及

び水素の容量の合計が全容量の２％

未満。 

(ホ)一般高圧ガス保安規則第２条第

二項に規定される毒性ガスではな

い。 

 

充塡圧力  作動時における内部のガスの圧力が

設計圧力を超えない構造 

 

容器の設計圧

力（破裂版の

破裂圧力） 

 

作動圧力  

再充塡構造  再充塡できない構造  

容器の基準と

同等の規格 

 自動車用エアバッグガス発生器に係

る米国ＤＯＴ基準、ＥＮ規格又はＩＳＯ

規格に適合していること。 

 

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第２項第１号に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注） ① 「判定」欄は、適用除外要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入する。

    ②充塡ガス名の適用除外要件は（イ）～（ホ）をすべて満たすこと。 

③ 自動車用エアバッグガス発生器に係る米国ＤＯＴ基準、ＥＮ規格又はＩＳＯ規格に適合していることが確認

された場合は、充塡圧力、容器の設計圧力及び作動圧力については適用除外要件に適合しているものと

判定して差し支えない。 

（別紙様式第２） 

自動車用エアバッグガス発生器輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目 輸入するガス発生器の概要 適用除外要件 判定 

充てんガス名  亜酸化窒素と不活性ガス若し

くは空気との混合ガス（亜酸

化窒素の割合が２５％未満の

ものに限る）、不活性ガス又

は空気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充てん圧力  作動時における内部のガスの

圧力が設計圧力を超えない

構造 

 

容器の設計圧

力（破裂版の

破裂圧力） 

  

作動圧力   

再充てん構造  再充てんできない構造  

（新設） 

 

 

 （新設）  

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第２項第１号に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注）  「判定」欄は、適用除外の要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入す

る。 
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（参考様式第３） 

自動車用消火器輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目 輸入する消火器の概要 適用除外要件 判定 

用途  自動車と一体として設計さ

れ、かつ、自動車用部品に組

み込まれている消火器（自動

車に設置される消火器及び当

該消火器の交換品として自動

車又はその部品に組み込む

ためのものを含む。） 

 

充塡ガス名  不活性ガス  

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第２項第２号に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注）  「判定」欄は、適用除外要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入する。 

（別紙様式第３） 

自動車用消火器輸入規制適用除外確認証明書 

品名  型式  

項目 輸入する消火器の概要 適用除外要件 判定 

用途  自動車と一体として設計さ

れ、かつ、自動車用部品に組

み込まれている消火器 

 

 

 

 

 

充てんガス名  不活性ガス  

 本品は、上記記載のとおり高圧ガス保安法に基づく一般高圧ガス保安規則第４６条（検査を要しない輸入高圧

ガス）第２項第２号に定められた基準に適合していることを確認致します。 

 （確認年月日） 

 （輸入者の氏名又は名称）                                                印 

 （同住所、電話番号） 

（備考） この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

（注）  「判定」欄は、適用除外の要件に適合しているときは「適合」と、適合していないときは「不適合」と記入す

る。 

 


